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平成20年度から二次救急医療機関の現状把握と質の向上に役立つ評価システムを策定する

ことを目的に検討を行い、「勤務体制」、「施設・設備」、「管理・運営」、「検査」、「感染対

策」、「診療」の６分野55項目からなる調査用紙と自己評価表を作成した。平成29年度、厚

生労働省がその一部を改訂し「第二次救急医療機関の自己チェックリスト」として全国

調査を実施した。その結果、6分野55項目全体の平均実施率は78.4％でA分野（医師・

看護師の勤務体制）58.6％、B分野（救急外来の施設・設備）80.7％、C分野（救急外

来の管理・運営）84.8％、D分野（救急外来での検査）76.5％、E分野（医療安全・感

染対策）85.2％、F分野（診療）74.8％であった。実施率が50％以下であったのは、A2

（救急外来には専従の看護師が勤務している)34.2％、A4（臨床検査技師の当直体制が

ある）35.4％、F53（小児薬用量の本が置いてありすぐ参照できる）46.2％であった。

本年度は、実施率が低かった分野、項目について、平成29年度の救急医療提供体制現

況調べの各項目との関係や地域差などについて分析を行って検討した。 

55項目の総計および実施率が低かったA分野、F分野は救急車の受入れ台数、救急告

示指定、二次輪番への参加と、A2、A4、F53項目では救急医療のアクティビティと相関

が認められた。地方ごとの検討では、関東地方が高い実施率を示していたが、低い傾

向にあったのは東海・北陸地方、九州・沖縄地方であったが、有効回答率が影響して

いることが推察された。 

自己チェックリストは救急医療の活性度を反映し、さらに地域ごとのある程度の差

異を明らかにすることができた。また、各施設は、自己評価票により全国の二次医療

施設と自施設とを比較することが可能で、これにより自ら質の改善に取り組むことも

期待できる。数年に一度は調査を繰り返し、その変化について検討していくことが我

が国の救急医療の質の向上に役立つと考えられた。 

 

研究協力者：古藤里佳（北里大学病院救命救急・災害医療センター）、荒井康夫（北里大

学病院診療情報管理室）、荒井有美（北里大学病院医療の質・安全推進室）、今戸智恵（奥

野総合法律事務所）、田邊晴山（救急救命東京研修所）、辻友篤（東海大学医学部）、亀山

大介(美加未会ひかりホームクリニック)、近藤久禎（国立病院機構災害医療センター）、

山本理絵（太田記念病院）、坂本哲也（帝京大学医学部）、矢口慎也（弘前大学大学院医学

研究科）、服部潤（北里大学医学部） 

A. はじめに 

 平成20年度から二次救急医療機関の現状

把握と質の向上に役立つ評価システムを策

定することを目的に検討を行い、「勤務体

制」、「施設・設備」、「管理・運営」、「検査

」、「感染対策」、「診療」の６分野55項目か

らなる調査用紙と自己評価表を作成した。 

 平成29年度、厚生労働省はこの調査用紙

と自己評価表の一部を改変し、「第二次救

急医療機関の自己チェックリスト」とし

て、「救急医療提供体制現況調べ（二次

救急医療機関）」とともに全国調査を実

施した。この結果を解析したところ、全

国の二次救急医療機関の平均稼働病床数

は171.6床/病院、平均救急専用病床数は

5床/病院、救急部門専従医師は平均0.7

人/病院、救急部門専従看護師は平均2.2

人/病院であった。救急患者数は当番日
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が約616万人、非当番日は約394万人であ

った。自己チェックリストについては、

有効回答数は3,495件で、平均実施率は6

分野55項目全体で78.4％、A分野（医師

・看護師の勤務体制）58.6％、B分野（

救急外来の施設・設備）80.7％、C分野

（救急外来の管理・運営）84.8％、D分

野（救急外来での検査）76.5％、E分野

（医療安全・感染対策）85.2％、F分野

（診療）74.8％であった。実施率が50％

以下であったのは、A2（救急外来には専

従の看護師が勤務している)34.2％、A4

（臨床検査技師の当直体制がある）35.4

％、F53（小児薬用量の本が置いてあり

すぐ参照できる）46.2％であった。95％

以上であったのはC23（救急カートは設

置場所が決まっていてすぐに使用できる

）95.0％、E40（救急外来に安全な感染

性廃棄容器が常備されている）95.0％、

E42（針刺し事故防止対策が確立してい

る）95.1％であった。 

本年度は、平成29年度の自己チェック

リストの結果で実施率が低かった分野お

よび項目について、現況調べの項目との

関係や地域差などについて分析を行い、

我が国の二次救急医療機関の現状につい

て検討した。 

 

B. 研究方法 

平成29年度に厚生労働省医政局地域

医療課が都道府県の衛生主管部に依頼

して実施した「救急医療提供体制現況

調べ（二次救急医療機関）」（以下「現

況調べ」とする）と「第二次救急医療

機関の自己チェックリスト」の結果を

厚生労働省より提供を受け、平成29年

度に引き続き以下の検討を行った。 

１．第二次救急医療機関の自己チェック

リストの実施率が低かった分野、項目に

ついての検討 

 （１）自己チェックリストの総計、A

分野、F分野と当番日の救急車受け入れ

台数との関係 

（２）実施率が低かった３項目と救急

告示指定、病院群輪番制病院との関係 

２．重要かつ実施率を上げやすい項目に

ついての検討 

３．地方ごとの二次救急医療の検討 

（１）各地方の自己チェックリストの

55項目各々の実施率の検討 

（２）地方ごとの各項目実施率と二次

救急医療機関の各種指標（施設数、稼働

病床数、救急患者数、救急車による搬送

受入患者数、当該病院所有のドクターカ

ーによる搬送受入患者、その他の手段に

よる来院患者数（その他）、転院による

搬送受入患者数、入院患者数）との関係

。また、当番日、非当番日、診療時間内

、診療時間外別の同項目の関係について。 

４．統計処理 

相関関係については、spearmanの順位

相関係数の検定と単回帰分析を、２群間

の比較は２×２分析表を作成し χ２乗

検定で相関関係を、中間値の差の検定に

はMann-Whitney’s U test を実施した。 

 

C．結果 

１．第二次救急医療機関の自己チェック

リストの実施率が低かった分野、項目に

ついての検討 

（１）自己チェックリストの総計、A分

野、F分野についての検討 

自己チェックリストの総計（全体）と

実施率が低かったA分野、F分野について

、「現況調べ」から得られた救急車受入

れ台数との相関関係について、spearman

の順位相関係数の検定と単回帰分析を実

施した。 

１）総計と当番日の救急車受け入れ台

数との関係 

spearmanの順位相関係数の検定で求め

られた同順位補正Ｚ値は29.8で、上限境

界値Ｚ(0.975)は1.96であるので2変量の

間には相関があり、同順位補正相関係数 

rs＝0.50 で相関の強さは「相関がある

」であった。単回帰分析により求めた回

帰関数は、y=20.6x-474.0であった(図

.1)。 

 

 

 

図１. 
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２）A分野と当番日の救急車受け入れ台

数との関係 

結果を図.2に示す。spearmanの順位相

関係数の検定により求めた同順位補正Ｚ

値は 28.9、上限境界値Ｚ(0.975)は 

1.96で2変量の間には相関があり、同順

位補正相関係数 rs＝0.49 で相関の強

さは「相関がある」であった。単回帰分

析により求めた回帰関数は、y=231.6x-

261.9であった。 

図.2 

 
３）F分野と当番日の救急車受け入れ

台数との関係 

結果を図.３に示す。spearmanの順位

相関係数の検定を実施すると同順位補正

Ｚ値は22.7、上限境界値Ｚ(0.975)が

1.96であり、2変量の間には相関があっ

た。同順位補正相関係数 rs＝0.38 で

相関関係の強さは「やや相関がある」で

あった。単回帰分析により求めた回帰関

数は y=8.3x-200.5であった。 

 

 

 

 

 

 

 

図.３ 

 
（２）実施率が低かった３項目について

の検討 

55項目の中で実施率が50％以下であっ

たA2（34.2％）、A4（35.4％）、F53（

46.2％）について、「現況調べ」から得

られた救急告示指定の有無、病院群輪番

制病院であるかについて２×２分析表を

作成し χ２乗検定で相関関係を検討し

た。 

１）A2項目と救急告示指定の有無、病院

群輪番制病院であるかの関係の検討 

 救急外来専従看護師の有無（A2）と救

急告示指定の有無について検討したとこ

ろ、救急告示の指定を受けている二次救

急医療施設でも救急専従の看護師の配備

は少なかったが、告示を受けていない医

療施設と比較すると専従看護師が多く配

備されていた（表.１）。また、病院群輪

番制病院であるか否かでの検討では、病

院輪番制病院でない二次救急医療施設の

方が専従看護師の配備なしの比率が高か

った（表.２） 

表.１ 
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あり なし

はい 1130件（35.6％） 67件（20.6％） 1197件

いいえ 2040件（64.4％） 258件（79.4％） 2298件

3170件 325件 3495件

救急告示指定の有無

A2

合計

合計

 χ2値 29.6

Ｐ値(上側確率) 5.38E-08

オッズ比 0.47

χ2(0.95) 3.8
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２）A４項目と救急告示指定の有無、病

院群輪番制病院であるかの関係の検討

 臨床検査技師については、救急告示指

定のない二次救急医療施設では、表.３

に示すように臨床検査技師の当直体制が

整備されていない比率が高かった。また

、病院群輪番制病院とそれ以外の病院で

の臨床検査技師の当直体制の比較では、

病院群輪番制病院以外では検査技師の当

直体制がない施設が有意に多かった（表

.４） 

表.３ 

表.４ 

３）F53と救急告示指定の有無、病院群

輪番制病院か否かの関係の検討

小児薬用量の本が置いてありすぐ参照

できるか（F53）については、救急告示

指定がない、病院群輪番制病院でない場

合は、小児薬用量の本をすぐに参照でき

る環境にはなかった（表.５と表.６）。 

表.５ 

表.６ 

２．重要かつ実施率を上げやすい項目の

検討 

重要かつ実施率を上げやすい任意の３

項目A2（実施率34.2％）、A5（50.4％）、

Ｆ51（69.4％）について「現況調べ」か

ら得られた稼働病床数、看護師数、救急

部門専従看護師数、当番日の救急患者数

、当番日の救急車受け入れ数について中

間値の差の検定をMann-Whitney’s U 

test で実施した。 

（１）A２項目（.救急外来には専従の

看護師が勤務している）についての検

討

救急外来には専従の看護師が勤務して

いるか否かと稼働病床数、看護師数、救

急部門専従看護師数、当番日の救急患者

数、当番日の救急車受け入れ数の関係に

ついて結果を表７、図４～８に示す。表

７に示すように同順位補正Z値の絶対値

はZ値の上限値Z(0.975)より大きく統計

あり なし

はい 1204件（38.0％） 35件（10.8％） 1239件

いいえ 1966件（62.0％）290件（89.2％） 2256件

3170件 325件 3495件

救急告示指定の有無
合計

A4

合計

χ2値 95.0

Ｐ値(上側確率) 1.90E-22

オッズ比 2.37

χ2(0.95) 3.8

あり なし

はい 1204件（38.0％） 35件（10.8％） 1239件

いいえ 1966件（62.0％） 290件（89.2％） 2256件

3170件 325件 3495件

救急告示指定の有無
合計

A4

合計

χ2値 95.3

Ｐ値(上側確率) 1.56E-22

オッズ比 0.20

χ2(0.95) 3.8

はい いいえ

はい 1048件（41.3％） 183件（19.9％） 1231件

いいえ1490件（58.7％） 738件（80.1％） 2228件

2538件 921件 3459件

病院群輪番制病院か
合計

A4

合計

χ2値 135.3

Ｐ値(上側確率) 2.85E-31

オッズ比 2.84

χ2(0.95) 3.8

あり なし

はい 1531件（48.3％） 82件（25.2％） 1613件

いいえ 1638件（51.7％） 243件（74.8％） 1881件

3169件 325件 3494件

救急告示指定の有無
合計

F53

合計

χ2値 63.2

Ｐ値(上側確率) 1.88E-15

オッズ比 0.36

χ2(0.95) 3.8

はい いいえ

はい 1236件（48.7％）364件（39.6％） 1600件

いいえ 1302件（51.3％）556件（60.4％） 1858件

2538件 920件 3458件

病院群輪番制病院か
合計

F53

合計

χ2値 22.7

Ｐ値(上側確率) 1.93E-06

オッズ比 1.45

χ2(0.95) 3.8
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学的には有意差がみられた。 

表.７ 

 
図.４ A2と稼働病床数            

 
図.５  A2と看護師数 

 
図.６ A2と救急部門専従看護師数 

 
 

 

 

 

 

 

図.７  A2と当番日の救急患者数 

 
図.8 A2と当番日の救急車数 

 
（２）A5（放射線技師の当直体制がある

）についての検討 

放射線技師の当直体制があるか否かと

稼働病床数、看護師数、救急部門専従看

護師数、当番日の救急患者数、当番日の

救急車受け入れ数の関係を表.８、図９

～13に示す。表.８に示すように同順位

補正Z値の絶対値はZ値の上限値Z(0.975)

より大きく統計学的には有意差がみられ

た。 

表.８ 

 
 

 

 

 

 

 

 

図.9 A5と稼働病床数 

A2
同順位補正

Ｚ値
Ｚ(0.975)

同順位補正Ｐ値

(両側確率)

稼働病床数 -14.2 2.0 0

看護師数 -23.8 2.0 0

救急部門専従看護師数 -24.8 2.0 0

当番日の救急患者数 -8.4 2.0 0

当番日の救急車数 -17.3 2.0 0

 

0.0

100.0

200.0

300.0

A2はい群 A2いいえ群

稼働病床数

平均値 中央値

 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

A2はい群 A2いいえ群

看護師数

平均値 中央値

 
A5

同順位補正

Ｚ値
Ｚ(0.975)

同順位補正Ｐ値

(両側確率)

稼働病床数 -21.8 2.0 0

看護師数 -23.8 2.0 0

救急部門専従看護師数 -15.2 2.0 0

当番日の救急患者数 -12.0 2.0 0

当番日の救急車数 -28.0 2.0 0
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図.10  A5と看護師数 

 
図.11 A5と救急部門専従看護師数 

 
図.12  A5と当番日の救急患者数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図.13 A5と当番日の救急車数 

 
（３）F51（頸髄損傷が否定されるまで

頸椎固定している）についての検討 

頸髄損傷が否定されるまで頸椎を固定

しているか否かと稼働病床数、看護師数

、救急部門専従看護師数、当番日の救急

患者数、当番日の救急車受け入れ数の関

係についての検討結果を表９、図14～18

に示す。表.９のように同順位補正Z値の

絶対値はZ値の上限値Z(0.975)より大き

く統計学的には有意差がみられた。 

表.９ 

 
 

 

図.14 F51と稼働病床数        

 
 

 

 

 

 

図.15  F51と看護師数 

F51
同順位補正

Ｚ値
Ｚ(0.975)

同順位補正Ｐ値

(両側確率)

稼働病床数 -12.0 2.0 0

看護師数 -14.2 2.0 0

救急部門専従看護師数 -8.5 2.0 0

当番日の救急患者数 -8.4 2.0 0

当番日の救急車数 -17.2 2.0 0
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図.16 F51と救急部門専従看護師数     

 
図.17  F51と当番日の救急患者数 

 

図.18 F51と当番日の救急車数 

 
 

３．地方ごとの二次救急医療の検討 

（１）地方ごとの自己チェックリストの

55項目各々の実施率の検討 

 55項目の実施率の総計を地方ごとに比

較すると東海北陸地方が一番低く63.1％

で、特に低かった項目は、A2、A4、A5、

B13、B14、F53であった。総計が最も高

かったのは関東地方の84.4％で、近畿地

方も81.5％と80％を超えていた。関東地

方で50％を下回っていたのはA2のみであ

った。各地方の55項目の実施率を図.19

と表.10に示す。

 

図.19 各地方の55項目の実施率（％） 

 
表.10 55項目の各地方での実施率（％） 
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（２）地方ごとの「現況調べ」における 各地方の二次救急医療機関の現状 

 北海道 関東 東海 近畿 中国 九州

A1 94.1 94.4 70.0 95.1 92.0 89.9

A 2 30.5 49.7 22.0 36.0 24.3 27.5

A 3 85.7 86.4 67.4 80.3 81.1 84.3

A 4 27.1 52.2 28.7 38.2 27.6 24.3

A 5 38.4 70.5 34.1 68.4 37.8 33.8

A分野計 55.2 70.6 44.4 63.6 52.6 52.0

B6 83.2 87.9 67.1 90.1 82.4 72.8

B7 93.9 94.1 72.2 93.8 91.1 86.3

B8 88.7 92.0 70.3 91.6 86.7 82.8

B9 97.1 98.2 75.4 98.2 96.5 96.7

B10 92.4 94.8 70.0 93.6 89.8 87.6

B11 96.9 97.8 72.9 96.9 97.0 92.5

B12 62.6 60.8 53.4 54.7 59.6 50.2

B13 53.8 63.5 49.0 59.0 52.2 46.9

B14 62.4 69.9 49.8 61.2 68.9 66.6

B15 97.7 98.2 75.4 97.8 97.4 93.2

B分野計 82.9 85.7 65.6 83.7 82.2 77.5

C16 72.3 81.8 57.2 76.1 73.9 73.3

C17 78.1 89.9 63.5 89.0 80.2 73.8

C18 96.6 97.1 72.5 96.2 94.8 92.1

C19 97.7 95.1 73.7 87.4 97.4 94.2

C20 90.5 92.3 71.5 89.4 92.4 91.7

C21 71.8 84.6 60.1 82.8 81.1 70.0

C22 80.5 87.6 63.3 88.7 78.5 80.8

C23 98.9 98.9 75.1 98.2 97.2 94.5

C24 95.6 96.6 73.7 95.2 94.6 92.5

C25 70.2 78.2 63.0 77.0 76.1 70.7

C分野計 85.2 90.2 67.4 88.0 86.6 83.4

D 26 74.4 79.7 59.2 74.6 69.1 60.3

D 27 75.0 80.4 57.7 75.1 70.0 64.2

D 28 90.3 91.9 68.1 90.7 85.2 78.8

D 29 69.7 70.3 57.5 55.9 61.3 54.0

D 30 91.2 93.8 70.3 92.3 92.4 86.4

D 31 81.7 80.9 59.9 73.3 80.0 75.0

D 32 82.3 87.5 63.8 83.4 81.3 84.1

D 33 79.2 85.8 62.3 84.5 78.7 72.4

D 34 79.6 85.4 62.1 84.6 78.0 70.5

D 35 73.9 77.9 58.5 74.6 69.6 61.3

D分野計 79.7 83.4 61.9 78.9 76.6 70.7

E36 70.4 75.4 60.4 72.9 68.7 72.5

E37 92.0 91.5 69.3 93.6 85.0 82.8

E38 91.8 92.4 69.3 92.3 89.6 88.1

E39 87.0 88.6 67.1 87.6 79.8 81.0

E40 97.7 98.5 74.9 98.0 97.0 96.7

E41 79.0 81.5 67.9 72.4 75.7 70.9

E42 98.5 98.3 74.4 96.9 97.6 97.7

E43 93.9 92.7 70.8 93.4 90.9 87.7

E44 95.4 94.5 72.5 95.1 92.0 91.2

E45 77.7 83.6 60.9 81.7 75.0 71.9

E分野計 88.3 89.7 68.7 88.4 85.1 84.0

Ｆ46 81.5 86.0 66.7 87.2 82.0 83.9

F47 84.5 87.7 65.7 85.9 84.6 77.2

F48 93.5 95.7 73.2 94.7 95.2 95.9

F49 87.2 91.5 68.4 88.8 92.8 87.6

F50 83.0 86.7 66.7 86.3 86.5 81.3

F51 69.7 78.2 56.5 68.9 73.7 61.3

F52 84.0 85.0 63.5 84.6 79.6 77.8

F53 49.2 52.5 40.1 44.2 47.2 38.6

F54 48.3 57.0 51.0 53.4 58.7 49.0

F55 63.4 80.5 58.5 79.0 74.6 68.9

F分野計 74.4 80.1 61.0 77.3 77.5 72.1

総計 79.7 84.4 63.1 81.5 78.9 75.2

凡例） 70％以下 50％以下
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１）地方ごとの施設数、稼働病床数な

どの検討 

現況調べでは、全国47都道府県の二次

救急医療施設 3952施設から回答を得て

いた。このうちの稼働病床数は、

657,060床であった。表11と図20に各地

方の市区町村数、人口、面積、二次医療

圏数、二次救急医療施設数、稼働病床数

を示す。 

表11．各地方の二次救急医療圏数など 

 
図20. 

 
２）地方ごとの救急患者数、救急車に

よる搬送受入患者数、当該病院所有のド

クターカーによる搬送受入患者、その他

の手段による来院患者数（その他）、転

院による搬送受入患者数、入院患者数な

どの検討 

救急患者数などの各指標については、

当番日、当番日以外(非当番日)、当番日

及び当番日以外の診療時間内の各指標に

ついて合算して算出した。 

 救急患者数は、年間1434.8万人、この

うち救急車による搬送が394.5万人で、

救急車、ドクターカー、転院搬入以外の

その他の方法での来院は843.7万人であ

った。救急入院患者数は296.4万人であ

った。結果を図21、表12に示す。 

図21. 地方ごとの救急患者数、救急車数

など 

 
表12. 地方ごとの救急患者数、救急車数

など 

３）地方ごとの診療時間外の二次救急医

療施設における救急患者数、救急車によ

る搬送受入患者数、当該病院所有のドク

ターカーによる搬送受入患者、その他の

手段による来院患者数（その他）、転院

による搬送受入患者数、入院患者数など

の検討 

診療時間内の救急患者のデータについ

ては、日中のすべての患者を救急患者に

入れているように見受けられる施設もあ

った。そこで、日中の患者を除いた診療

時間外の救急患者（当番日、当番日以外

(非当番日)）について算出した。 

 救急患者数は、年間1023.6万人、この

うち救急車による搬送が14.0万人で、救

急車、ドクターカー、転院搬入以外のそ

の他の方法での来院は843.7万人であっ
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た。救急入院患者数は296.4万人であっ

た。結果を図22、表13に示す。  

図22. 地方ごとの時間外の救急患者数、

救急車数など 

表.13 地方ごとの時間外の救急患者数

、救急車数など 

 

４）地方ごとの当番日、非当番日、診

療 時間内別の救急患者数、救急車数、

ドクターカーによる搬送数、その他、転

院による搬入救急患者数、入院患者数の

検討 

 地方ごとの比較を図.23～28と表.14～

16に示す。救急患者数に関しては、北海

道東北、関東、近畿、中国四国、九州沖

縄地方で当番日の患者数が最大であった

が、東海北陸地方では非当番日の救急患

者数が当番日よりも多かった。ドクター

カーに関しては、北海道東北、関東、近

畿では当番日が多く、東海北陸では非当

番日が、中国四国では診療時間内が最多

であった。転院患者数はどの地域でも診

療時間内の搬入患者数が最多であった。 

図23.救急患者数 

 
図24.救急車による搬入数 

 
図25.DCによる搬入数 

 
 

図26.その他の手段による来院数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図27.転院による搬送数 
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図28.救急入院患者数 

 
表14. 

表15. 

 

 

 

 

表.16 

 

D．考察 

医療は本来、医師と患者との信頼関係

に基づいて行われるものである。しかし、

昨今、医療事故などの多発により信頼関

係が揺らぎ、本来、当然であるべき患者の

自己決定、インフォームド・コンセント、

診療録の開示などの患者の権利が強調さ

れているが、これだけでは強固な信頼関

係は構築できない。医療機関は、自ら透明

性を確保し、常に医療の質を向上させる

ための努力と第三者による医療の質の評

価が必要である。Donabedianは、医療の質

を評価する直接的な方法は過程（process

）の評価であり、間接的な方法は構造（

structure）と成果（outcome）の評価であ

るとしている 1)。救急医療においては、

救命救急センターに対して平成11年度か

ら厚生労働省によるストラクチャーを中

心とした救命救急センター充実度評価が

実施されている。平成30年の評価からは

プロセスも含めた新しい充実度評価が実

施され始めた。しかし、二次救急医療に関

しては、このような質の評価は実施され

ていない。これは二次救急医療が、高齢化

による患者数の増大、地方での医師不足

などにより二次救急医療機関の負担が増

大し、二次救急医療体制の継続が危ぶま

れる地域も散見されている現状があり、

安易に二次救急医療機関を評価すると二

次救急医療システムが崩壊する危険があ

るためと推察された。そこで本分担研究

班では、平成20年度から負担が少なく、質

の改善に容易に結びつけられる評価法を

作成することを研究し、厚労科学研究救

  救急患者数（ 人）  救急車数（ 人）  

地方 当番日 非当番日 診療時間内 当番日 非当番日 診療時間内 

北海道東北 784921 541210 429173 159108 123758 144821 

関東 2184702 1039799 1455250 685761 300181 500162 

東海北陸 613711 717358 528219 151451 152249 149878 

近畿 1178872 590517 613480 357878 162419 244254 

中国四国 540329 327559 439703 121576 67137 124195 

九州沖縄 859611 723968 644435 143670 168513 166465 

総計 6162146 3940411 4110260 1619444 974257 1329775 

  DC搬入数（ 人）  その他（ 人）  

地方 当番日 非当番日 診療時間内 当番日 非当番日 診療時間内 

北海道東北 15104 258 599 501227 338992 190348 

関東 11733 918 5515 1252858 620212 720819 

東海北陸 379 434 395 354203 459442 337376 

近畿 1612 420 1546 680902 323438 251477 

中国四国 4 58 617 387421 242205 285893 

九州沖縄 192 1379 1370 490619 434494 460993 

総計 29024 3467 10042 3667230 2418783 2246906 

  転院患者（ 人）  入院患者（ 人）  

地方 当番日 非当番日 診療時間内 当番日 非当番日 診療時間内 

北海道東北 7543 4755 11283 128897 109663 116480 

関東 29490 15883 36649.5 395537 204419 342085 

東海北陸 9327 7617 16077 115892 131054 127273 

近畿 17806 8935.54 18396 244503 130101 174899 

中国四国 8286 4529 18728 96744.1 67374 113163 

九州沖縄 9937 13843 23130 127562 134524 178889 

総計 82389 55562.5 124264 1109135 777135 1052789 
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急医療評価スタンダードとスコアリング

ガイドラインに関する研究班（坂本哲也

主任研究員）２）の作成した評価項目をも

とに、 「勤務体制」、「施設・設備」、「管

理・運営」、「検査」、「感染対策」、「診療」

の６分野55項目からなる構造評価を主体

とした調査用紙と、その結果から各医療

機関が自施設の現状と改善すべき点を容

易に把握できる自己評価表を作成した3～9

）。平成27年度には厚生労働省の協力のも

と全国の1345の二次救急医療機関に対し

てパイロットスタディを実施し有効性を

確認した10,11)。平成29年度は、この調査用

紙と自己評価表を厚生労働省が一部改変

して「第二次救急医療機関の自己チェッ

クリスト」として「現況調べ」と共に全国

調査を実施し、その結果について本分担

研究班で検討した12）。その結果、全国の二

次救急医療機関の平均稼働病床数は

171.6床/病院、平均救急専用病床数は5床

/病院、救急部門専従医師は平均0.7人/病

院、救急部門専従看護師は平均2.2人/病

院であった。救急患者数は当番日が約616

万人、非当番日は約394万人であった。自

己チェックリストについては、有効回答

数は3,495件で、平均実施率は全体で78.4

％、A分野（医師・看護師の勤務体制）58.6

％、B分野（救急外来の施設・設備）80.7

％、C分野（救急外来の管理・運営）84.8

％、D分野（救急外来での検査）76.5％、

E分野（医療安全・感染対策）85.2％、F分

野（診療）74.8％であった。実施率が50％

以下であったのは、A2（救急外来には専従

の看護師が勤務している)34.2％、A4（臨

床検査技師の当直体制がある）35.4％、

F53（小児薬用量の本が置いてありすぐ参

照できる）46.2％であった。95％以上であ

ったのはC23（救急カートは設置場所が決

まっていてすぐに使用できる）95.0％、

E40（救急外来に安全な感染性廃棄容器が

常備されている）95.0％、E42（針刺し事

故防止対策が確立している）95.1％であ

った。 

本年度は、平成29年度の自己チェック

リストの結果で実施率が低かった分野お

よび項目について、現況調べの項目との

関係や地域差などについての分析を行い

、我が国の二次救急医療機関の現状につ

いて検討した。 

１．55 項目の総計および実施率が低か

った A 分野、F 分野、A2 項目、A4 項目、

F53 項目などについて 

55 項目の総計の実施率、および、実施

率が低かった A 分野と F 分野の各々と当

番日の救急車受け入れ台数との間には相

関があり、実施率が低い施設は救急車の

受入れ台数が少なかった。 

実施率が低かった A2 項目（救急外来の

専従看護師の配備）（34.2％）について検

討したところ、救急告示指定の二次救急

医療施設は、非告示施設に比べ専従看護

師が多く配備されていた。また、病院群輪

番制病院に参加していない医療機関は、

専従看護師の配備なしの比率が高かった。

同様に実施率が低かった A4 項目（臨床検

査技師の配備）（35.4％）、F53 項目（小

児薬用量の本が置いてありすぐ参照でき

る）（46.2％）についても、非救急告示指

定施設では、臨床検査技師の当直体制が

整備されていないこと、小児薬用量の本

の整備されていないことが多かった。ま

た、病院群輪番制病院でない場合は、検査

技師の当直体制がない施設、小児薬用量

の本をすぐに参照できる環境にない施設

が有意に多かった。救急告示非指定、病院

群輪番制病院に非参加の二次救急医療機

関は地域の事情もあるであろうが救急医

療への取り組みが弱いことを示していた。

重要かつ容易に改善が期待できる項目で

もある A2 項目（救急外来に専従の看護師

が勤務している）、A5 項目（放射線技師の

当直体制がある）、F53 項目（頸髄損傷が

否定されるまで頸椎固定している）の各

項目と、稼働病床数、看護師数、救急部門

専従看護師数、当番日の救急患者数、当番

日の救急車受け入れ数の間には有意な正

の相関が認められた。救急医療のアクテ

ィビティが低い施設は重要かつその気に

なれば改善が期待できる項目でも実施率

は低かった。このような施設に対して、安

易に自己改善を期待するのは困難かもし

れないので、アクティビティの低い施設

55

本文_H30年統括・分担研究報告書_CS6.indd   55 2019/05/23   16:30:05



 

 

の質の改善のためには金銭的な補助など

を含む多角的なアプローチが必要であろ

う。本調査では、症例数が多かったことが

影響し、実施率が低い分野、項目でも、実

施率は救急医療のアクティビティを反映

していた。 

２．実施率が低かった分野、項目につ

いての地方ごとの差異の検討について 

実施率が低かったA分野（医師・看護

師の勤務体制）（58.6％）、F分野（診療

）（74.8％）、3つの項目（救急外来専従

看護師（A2）（34.2％）、臨床検査技師の

当直体制がある（A4）（35.4％）、小児

薬用量の本が置いてありすぐ参照できる

（F53）（46.2％）について北海道東北

、関東、東海北陸、近畿、中国四国、九

州沖縄の6地方についての差異を検討し

た。 

A分野については、最も低かったのは

東海北陸地方で44.4％、続いて九州沖縄

地方で52.0％、中国四国地方52.6％、北

海道東北55.2％、近畿63.6％、関東70.6

％であった。 

F分野については、最も低かったのは

東海北陸地方で61.0％、続いて九州沖縄

地方72.1％、北海道東北74.4％、近畿

77.3％、中国四国77.5％、関東の80.1％

であった。 

すべての項目全体（総計）の平均実施

率の地方ごと差異をみると、関東が84.4

％と最良で、続いて近畿81.5％、北海道

東北79.7％、中国四国78.9％、九州沖縄

75.2％、東海北陸63.1％であった。他の

B分野、C分野、D分野、E分野については

、B分野で、関東が85.7%と最良で、続い

て近畿83.7％、北海道東北82.9％、中国

四国82.2％、九州沖縄77.5％、東海北陸

65.6％であった。C分野は、関東が90.2%

と最良で、続いて近畿88.0％、中国四国

86.6%、北海道東北85.2％、九州沖縄

83.4％、東海北陸67.4％であった。D分

野は、関東が83.4%と最良で、続いて北

海道東北79.7％、近畿78.9％、中国四国

76.6％、九州沖縄70.7％、東海北陸61.9

％であった。E分野については、関東が

89.7%と最良で、続いて近畿88.4％、北

海道東北88.3％、中国四国85.1％、九州

沖縄84.0％、東海北陸68.7％であった。

地方別でみると関東がすべての分野にお

いて最良であり、東海北陸地方がすべて

の分野であった。また、A分野、B分野、

E分野の順位は高い順に関東、近畿、北

海道東北、中国四国、九州沖縄、東海北

陸となっていた。D分野については、北

海道東北が第２順位で、F分野について

は中国四国が第２順位であった。 

 なお、東海北陸地方が低値であった原

因を検討するため、調査の回答率につい

て検討すると、「現況調べ」で回答のあ

った二次救急医療施設3,975施設を対象

とすると、有効な回答を得ることができ

たのは3,495施設(87.9%)であった。北海

道東北、関東、東海北陸、近畿、中国四

国、九州沖縄の６つの地方で比較すると

、回答率が良いのは北海道東北地方の

93.9％、中国四国地方の93.5％であった

。回答率が低かったのは東海北陸の82.3

％、関東の83.9％であった。今回の検討

でA～F分野での実施率をみると、すべて

の分野で東海北陸地方が最低であったが

、有効回答率が最低であったのが東海北

陸地方の82.3％であった。東海北陸地方

では、都市部を抱えるA県の回答率が低

く、実施率が高い施設があまり回答しな

かったのではないかと推察された。逆に

すべての分野で最良の実施率であった関

東は、大都会のAでの回答率が69.3％と

低かったが回答施設が210施設あり、実

施率の高い施設が多く回答していたと推

察された。 

実施率が低かったA2、A4、F53の３項

目について地方ごとにみると、A2で最も

低かったのは東海北陸地方で22.0％、続

いて中国四国地方24.3％、九州沖縄地方

27.5％、北海道東北30.5％、近畿36.0％

、関東49.7％であった。A4については、

九州沖縄地方24.3％、北海道東北27.1％

、中国四国27.6％、東海北陸地方28.7％

、近畿38.2％、関東52.2％であった。

F53については、最も低かったのは九州

沖縄地方で38.6％、続いて東海北陸地方

40.1％、近畿44.2％、中国四国47.2％、
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北海道東北49.2％、関東52.5％であった

。F53項目の地方差異とF分野の地方差異

は一致していなかった。分野別で実施率

が低かった東海・北陸地方については、

A2分野では最も低値であったが、A4、

F53については最低値ではなかった。 

このように地方別でみると分野別では

東海北陸地方が実施率が低かったが、項

目別にみると常に特定の地域が低いとい

うことではなかった。 

 

E．結論 

実施率が低かった2つの分野と3つの項

目について地域ごとに比較すると、いず

れも関東地方が高い実施率を示していた

が、低かったのは東海・北陸地方、九州

・沖縄地方であった。しかし、有効回答

率が低い地方に平素十分な救急診療を実

施していることが期待される都市部が含

まれていたこともあり、有効回答率に影

響されることも推察された。 

 以上のように自己チェックリストは、

救急医療の活性度を反映し、さらに地域

ごとのある程度の差異を明らかにするこ

とができた。また、各施設は、自己評価

票により全国の二次医療施設と自施設と

を比較することが可能で、これにより自

ら質の改善に取り組むことも期待できる

。数年に一度は調査を繰り返し、その変

化について検討していくことが我が国の

救急医療の質の向上に役立つと考えられ

た。 
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（％） 0 50 100 計

自己チェック票

　A.　医師・看護師の
　　　　勤務体制

0 1 2 3

　B.　救急外来の
　　　　施設・設備

0 1 2 3 10

4 5

4

6 7 8 94 5

　C.　救急外来の
　　　　管理・運営

0 1 2 3

　D.　救急外来での
　　　　検査

0 1 2 3 4 5 6 7

5 6 7 8 9 10

8 9 10

　E.　医療安全と
　　　　感染対策

0 1 2 3 4 8 9 105 6 7

　F.　診療 0 1 2 3 8 9 10

全体評価 0 ・・・・ 11 ・・・・ 22 0

4 5 6 7

施設名→

チェック者名、役職→

・・・・ 33 ・・・・ 44 ・・・・ 55
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A. 研究目的 

救急搬送傷病者数がますます増加すること

が想定される中、その大半を受入れる二次救

急医療機関の体制強化はわが国にとって喫緊

の課題である。平成 24 年 3 月 30 日に発出さ

れた「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体

制について」（厚生労働省医政局指導課長通

知）では、二次救急医療機関は入院を要する

救急医療を担う医療機関として、24 時間 365
日救急搬送の受け入れに応じ、傷病者の状態

に応じた適切な救急医療を提供することが目

標として求められている。平成 25 年 2 月から

「救急医療体制等のあり方に関する検討会」に

おいても、「二次救急医療機関の質の充実強

化」が議論されることとなった。より詳細な二次

救急医療機関の現状把握と評価方法の開発

が求められている。地域で役割を果たしている

医療機関がより適切に評価される環境の整備

等についての検討に資するための評価指標を 

 
考察した。平成 27 年度医療機関現況調査デ

ータ（厚生労働省実施）について、医療圏にお

ける医師数、救急科専門医数を勘案しつつ二

次医療圏の類型別の高齢化率と救急搬送、救

急入院患者数に注目した分析を行った。 
 
B. 研究方法 
 平成 27 年度救急医療提供体制現況調べ  
（厚生労働省実施）のデータを公開されている

二次医療圏データベース 1)と合わせて解析し

た。都市区分は高橋らの定義(表 1)に従った。 
 

C. 研究結果 
(1) 対象となった二次医療期間 

344 の二次医療圏、3951 の医療機関のデ

ータを対象とした。本現況調べにおいては、救

命救急センターを併設している医療機関は非

対象で、また震災後の影響などで正確なデー

タ提出が不可能である施設については除外と

平成 27 年度救急医療提供体制現況調べ（厚生労働省実施）のデータを二次医療圏デー

タベースと合わせて解析した。344 の二次医療圏、三次救急医療機関を除く 3951 の二次医

療機関の解析では、年間 365 件以上の救急搬送の受け入れを行う施設が 2077 施設

(52.6%)にとどまっていた。そのような中で過疎地域型の医療圏では200床を超える医療機関

では受け入れ実績のない医療機関はほとんど見られなかった。高齢化率の高い医療圏では

救急入院率の上昇傾向があった。医療圏のカバーする人口と病院医師数、救急科専門医数

は緩やかに相関しているものの、人口補正を行うと、高齢化率の高い医療圏では救急科専門

医数の少ない傾向が示された。また救急科専門医不在の医療圏も少なからず認められた。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
分担研究報告書 

二次救急医療機関の現状と評価についての研究 

研究分担者 織田 順  東京医科大学 救急・災害医学分野 主任教授 

研究協力者 田邉晴山  財団法人救急振興財団 救急救命東京研修所 教授 
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なっている。 
 

(2) 都市区分ごとの医療機関数、救急患者数 
二次救急医療機関ごとの年間の救急搬送受

入数を図 1 に示す。横軸に各医療機関を受入

数の多い順に並べ、縦軸には受け入れ数を示

した。年間 365 件以上を受け入れている医療

機関は 2077 施設(52.6%)であった。 
都市区分ごとの医療機関数、救急患者数は

表 2 に示す通りで、救急搬送数は大都市型で

192 万件足らず、地方都市型で 194 万件あま

りとほぼ同じであったが、大都市型の方がより

少ない病床数、医療機関数で対応していた。

高齢化率は大都市型、地方都市型、過疎地

域型の順に高くなり、これらは 2012 年の調査

時と比較して全て上昇していた。 
 

(3) 各医療機関の救急応需状況、救急入院

率の解析 
図 2 に、それぞれの都市区分ごとの、病床

数と救急車数の関係を示す。それぞれの点は

医療機関を表す。病床数と救急搬送数にある

程度の相関が認められる。過疎地域型の医療

圏における医療機関では、一定の病床以上の

医療機関では救急搬送をほぼ受け入れしてい

る。一方、大都市型、地域都市型医療圏では

いくつかのかなり多数の受け入れ実績を持つ

病院が見られる。 
これらの区分での高齢化率と救急入院率の

関係を図 3 に示す。各点はそれぞれ医療圏を

表す。過疎地域では高齢化率の高い方に分

布が拡がり、救急入院率の高い医療圏が目立

つ点で大都市型と異なる。 
 

(4) 二次医療圏ごとの人口と病院勤務医師数、

救急科専門医数 
医療圏ごとにカバーする人口が異なるため、

地域間の医師数を単純には比較できない。そ

こで 2 次医療圏ごとの、人口と病院勤務医師

数、救急科専門医数を図 4 に示した。各点は        

医療圏を表す。過疎地域(青色の点)では人口

に対しての病院勤務医師数、救急科専門医数

共に相関を示す線からのはずれ値は少ないも

のの、極めて少ない数におさまっている様子が

認められた。 
高齢化率と救急科専門医数の関係では、高

齢化の進む医療圏での救急科専門医数が低

かった(図 5 上段)。ただし高齢化率の高い地

域ではカバーする人口が少ない傾向にあるた

め比較のためには人口で補正する必要がある。

人口 10 万人あたりの専門医数で検討すると、

数カ所の医療圏ではある程度の数の救急科

専門医を擁するものの、全体としてはやはり高

齢化率の上昇と共に専門医数が減少している

という結果となった(図 5 下段)。さらに、救急科

専門医が全くいない医療圏が相当数あるとい

うことも判明した。 
 
D. 考察 

軽症～中等症の高齢者搬送数が増加して

いるといわれているが、救急患者の入院数も

高齢化率の高い医療圏で徐々に高くなる傾向

が示された。 
2 次救急医療機関のうち、47.4%の施設の

年間の救急搬送受入数が 365 未満(1 件/日未

満)であったことも特徴的であった。図 4 に示さ

れる、医療圏ごとのカバー人口と病院勤務医

師数、救急科専門医数の関係はある程度の相

関を持ち妥当なようにも見える。しかし図 5 から

は、新しい専門医制度が始まり、働き方改革が
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推進される中で、高齢化率の高い地域では人

口での補正を行ってもなお救急科専門医の数

が少ない傾向が読み取れる。さらに図 5 は、救

急科専門医不在の医療圏の多いことも合わせ

て示しており、大きな課題である。 
大都市型は今後の高齢化が、過疎地域型

は高齢者を含めた全体の人口減少が予測さ

れ、さらに人口密度が異なる特徴を持つ。大都

市型の医療圏においても本研究で示された高

高齢化率地域の傾向を把握した上で、これに

備える必要がある。 
 

E. 結論 
(1) 救急医療提供体制現況調べ （厚生労働

省実施）と二次医療圏データベースを組み合

わせて、医療圏種別ごとの病院数、病床数、

救急患者数などのパラメーターを検討し、前回

平成 24 年度救急医療提供体制現況調べ以

前の解析結果(厚生労働科学研究 山本班)と
比較した 
(2) 前回の結果と比較して、地域全体の高齢

化率はさらに上昇しており、救急患者数にお

ける救急搬送数が増加していた。高齢化率の

高い地域では救急入院数の増加も併せて観

察された。病院規模を勘案した応需数をバラ

ンス良く評価すべきと考える。 
 
F. 研究発表 

1．論文発表 
織田順. 高齢者の救急医療 序文. Geriat 

Med 56(10), 925-7, 2018. 
2．学会発表 
なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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(表 1) 二次医療圏の区分の定義 (高橋らによる) 
 

 
 
 
 (表 2) 二次医療圏類型別の病院数、病床数、救急患者数、高齢化率 
 

 
 
 
 
(図 1) 医療機関ごとの年間救急搬送受け入れ数 (n=3951) 
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(図 2) 各区分ごとの、各医療機関の病床数と年間救急搬送数の関係 
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(図 3) 病院全体の常勤医師数と、年間の救急患者(下段)、年間の救急搬送数(上段)の関係 
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(図 4) 二次医療圏ごとの、人口と病院勤務医師数、救急科専門医数 
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(図 5) 二次医療圏ごとの、人口と病院勤務医師数、救急科専門医数 
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